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江戸川区長 斉 藤  猛 様 

 

江戸川区監査委員  大 澤 成 美 

同         広 兼 保 彦 

同         野 﨑   信 

同         太 田 公 弘 

 

住民監査請求に基づく監査の結果について（通知） 

 

令和７年３月６日付けで提出された地方自治法（以下、「法」という。）第２４２条 

第１項の規定による下記第１の江戸川区職員措置請求（以下、「本件請求」という。） 

についての監査結果は次のとおりであり、同条第５項の規定により下記第６.1.（４）の 

とおり措置されるよう勧告するとともに、監査委員の合議により、下記第７のとおり意 

見を提出します。 

この勧告を受けて講じた措置については、同条第９項の規定により、監査委員に通知 

してください。 

 

第１ 請求の概要と受理 

 １ 請求人 

    江戸川区北葛西      氏名  A 

 ２ 請求書の提出 

    令和７年３月６日 

２５監送第１６号   
令和７年 4月３０日  
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 ３ 措置請求の内容 

（１） 請求の趣旨 

江戸川区が、区長、令和５年度教育長、令和５年度総務部長、令和５年度学校 

施設課長及び令和５年度に区立B小学校の渡り廊下建築工事を受注した者に対し 

て、１５５７万６０００円、令和７年３月１日乃至２日に施行された同渡り廊下 

の撤去工事に要した費用、及びこれらに対する同工事請負随意契約締結日から支 

払済みまで年３分の割合による遅延損害金を、連帯して支払うよう請求する措置 

を講ずること求める。 

（２）請求の原因 

ア 令和５年度、江戸川区は、区立B小学校内の既存校舎とすくすくスクール 

（学童クラブ）の建物の間を行き来する渡り廊下を新設する工事（以下「本 

件工事」とする。）を１２件の工事に分割して、それぞれの同一業者（以下 

「本件受注業者」とする。）に対して発注した（甲１）。 

  イ 本件工事は、総額で１５５７万６０００円が請負代金となるべきであった 

が、江戸川区は、これを１件当たり１２９万８０００円の工事として１２件発
注していた（甲１）。 

ウ 本来であれば、本件工事は、地方自治法第２３４条第２項、地方自治法施行 

令第１６７条の２第１項第１号及び同施行令別表五に基づき、競争入札を経て 

発注すべき工事であった。しかし、同法令に違反し、江戸川区担当者らは、こ 

の手続きを回避するため故意に工事を均等分割することによって、本件受注業 

者と随意契約を締結、１２件の工事を違法に発注した（甲１）。 

エ さらに、本件工事は、建築基準法第１８条第２項本文が要求する計画通知を 

江戸川区建築指導課に提出することなく行われた点で手続的に違法であり、 
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かつ、実体的にも、基礎工事が建築基準を充たさず安全性を欠く違法な工事で 

あったことが判明し、係る事実関係は令和７年２月２８日になって公表された 

（甲２）。 

オ その後、本件工事によって建築された渡り廊下は、江戸川区の決定により令 

和７年３月１日乃至２日、屋根と柱部分が撤去された（甲２）。 

カ これら法令に違反した随意契約及び当該随意契約に基づく工事により、江戸 

川区から１５５７万６０００円及び撤去工事に要した費用が違法に支出され、 

本件受注業者は、違法に１５５７万６０００円を得た。 

キ 区を代表し契約締結権限を有する執行機関でありかつ監督権限を有するのは 

区長であり、以上の違法な支出を防止及び回収する任務を負いながら任務を懈 

怠し、江戸川区に損害を与えた。 

     本件工事を受注したのは江戸川区教育委員会事務局学校施設課（甲１）、そ 

して令和５年度の教育長であり、教育委員会事務局を監視監督すべき任務を負 

いながら任務を懈怠し、江戸川区に損害を与えた。 

     江戸川区の契約事務規則によると、１３０万円以上４５００万円未満の工事 

請負契約の契約締結権限は総務部長に委任されているが、令和５年度の総務部 

長が本来なら競争入札を経た上で、本件工事の契約を締結すべきであったが任 

務を懈怠し、江戸川区に損害を与えた。 

     さらに、江戸川区の契約事務規則によると、１３０万円未満の工事請負契約 

の契約締結権限は学校施設課長に委任されているが、令和５年度の学校施設課 

長は本来なら越権行為である本件工事の随意契約締結を行うことで、任務を懈 

怠し、江戸川区に損害を与えた。 

     また、本件受注業者は、本来なら競争入札を経て契約を締結し受注すべき工 
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事を違法に受注したのみならず、手続的にも実体的にも建築基準法に違反する 

工事を施し、随意契約に基づく請負代金を受領し、かつ建築基準法に違反する 

本件工事の施工部分の撤去止む無しに至らしめ、江戸川区に損害を与えた。 

ク よって、請求の趣旨のとおり、地方自治法第２４２条第１項並びに民法第７ 

０９条に基づいて、本請求に及んだものである。 

（３）請求期間について 

住民監査請求は、地方自治法第２４２条第２項本文では、「当該行為のあった 

日又は終わった日から一年を経過したときは、これをすることができない。」と 

規定されているが、同項ただし書は、「ただし、正当な理由があるときは、この 

限りでない。」とも規定している。 

    この「正当な理由」の有無については、「特段の事情のない限り、普通地方公 

共団体の住民が相当の注意力をもって調査したときに客観的にみて当該行為を知 

ることができたかどうか、また、当該行為を知ることができたと解される時から 

相当な期間内に監査請求をしたかどうか」によって判断すべきものである（最高 

裁平成１４年９月１２日第一小法廷判決。甲３）。 

    本件工事が違法な随意契約によって締結された具体的な期日は非公表であるも 

のの、令和５年に発注されたことは公表されており（甲１）、現時点で明らかに 

随意契約締結から１年間は経過している。 

    しかし、本件工事に係る随意契約は、令和元年度から令和５年度の５年間に及 

ぶ、競争入札を意図的に回避するためにとられた１１２３件にも及ぶ一連の違法 

な分割発注の内の１件であり、令和６年９月に実施された定期財務監査によって 

発覚し、同年１０月３１日の報道発表によって公表された（甲１）。それまでは 

区役所内の内部監査によっても発覚しなかった事実であり、組織外の一般区民が 
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「相当の注意力をもって調査したときに客観的にみて当該行為を知ることができ 

た」とは明らかに言えない、隠密裏に行われたものである。 

    さらに、本件工事は『各契約書の工事見積書の内訳が全て「工事一式」であ 

り、総じて設計図（工事内容のわかるもの）、工事仕様書の添付が無かった。』 

「工事写真や目的物の写真が無いものが多く、施工内容の確認ができないという 

指摘があった。」という事実が公表されていたこと（甲１）、本件工事は建築基 

準法違反の疑いが濃厚であったことから、本件工事の違法性及び（撤去が必要と 

されるまでの不要な工事であり、撤去にも費用がかかるという）損害の全貌が明 

らかにされるには、令和７年２月２８日の報道発表を待つ必要があった。 

    よって、令和６年１０月３１日の報道発表から約４か月、令和７年２月２８日 

の報道発表から約１週間しか経過していないことから、本住民監査請求は、１年 

以内に実施されている、仮に１年を経過していたとしても明らかに「正当な理 

由」に基づくものであることは、上記最高裁判例の基準に照らしても明白であ 

る。 

 （４）事実証明書 

   ア 「事実証明書（甲第１号証）」 

       江戸川区 SDGs 推進部広報課作成の２０２４年１０月３１日付ホームペ 

ージ掲載記事「２０２４年１０月３１日 学校施設の請負工事契約におけ 

る不適切事務の発覚」 

   イ 「事実証明書（甲第２号証）」 

       江戸川区 SDGs 推進部広報課作成の２０２５年２月２３日付ホームペー 

ジ掲載記事「２０２５年２月２８日 区立B小学校渡り廊下の屋根等の撤 

去」 
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   ウ 「事実証明書（甲第３号証）」 

       判例時報１８０７号６４頁乃至６９頁（平成１４年９月１２日最高裁小 

法廷判決） 

４ 請求の要件審査および受理 

   令和７年３月１１日開催の監査委員臨時協議会において、本件請求の要件審査
を行った。 

（１）対象となる事項の特定について 

     本件請求は、江戸川区（以下、「区」という。）が令和５年度に同一業者に 

対し１２件に分割して発注した区立小学校の渡り廊下建築工事（以下、「本件 

設置工事」という。）を請求の対象とするものであるところ、１２に分割され 

た個別の工事の時期および内容等について具体的特定がなされていない。ま 

た、上記渡り廊下の撤去工事（以下、「撤去工事」という。）についても時期 

と金額の主張がない。 

     そこで、請求の対象となる事項が特定されているか否かを判断することとし
た。 

   ア 本件設置工事については、本来、全体を一体として発注すべき工事を１２件 

に分割したものであり、その性質、目的などに照らしこれらを一体として違法 

または不当性を判断することが相当である（最高裁判所第三小法廷平成２年６ 

月５日判決・民集４４巻４号７１９頁）。かつ、区は、その旨を令和６年１０ 

月３１日に公表している（事実証明書：甲第１号証）。 

     したがって、本件請求の対象事項は特定されているものと判断し、かつ、対 

象たる工事は具体的には工事一覧表（別表）①乃至⑫に記載のとおりであるこ 

とを確認した。 
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   イ 撤去工事については、工事一覧表（別表）⑬に記載のとおりであるが、江戸 

川区が令和７年２月２８日にホームページ上において、令和７年３月１日から 

工事を開始することを公表しているので（事実証明書：甲第２号証）、契約日 

が令和７年２月２８日であると特定されているものと判断した。 

 （２）監査請求期間について 

     本件設置工事に関する契約すなわち支出負担行為は、いずれも本件請求のあ 

った令和７年３月６日から遡ること１年以上経過しており、本件請求は法第２ 

４２条第２項本文に規定する監査請求期間を徒過している。しかし支出負担行 

為に基づく支出は上記ア⑪および⑫のとおり、本件請求受付日において 1年を 

徒過していない。そして、本件工事は１２分割されているとはいえ、既述のと 

おり一体としてとらえるべきであるから、全体として、請求期間１年を徒過し 

ていないものと判断した。 

よって、監査請求の対象および監査請求期間など、地方自治法（以下「法」 

という。）第２４２条に規定する要件を具備するものと認め、令和７年３月６ 

日（本件請求提出日）をもって受理することとした。 

 

第２ 監査の実施 

 １ 請求人および関係人に対する実施通知 

（１） 請求人への陳述実施通知 

請求人に対し、令和７年３月１３日付で法第 242条第 7項の規定に基づ 

き、令和７年３月２６日に新たな証拠の提出及び陳述の機会を設ける旨の通 

知を送付した。 

（２） 関係人（措置請求の対象者）４名への陳述実施通知 
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ア 関係人である江戸川区長（以下、「区長」という。）、江戸川区教育長（以 

下、「令和５年度教育長」という。）、江戸川区前総務部長（以下、「令和 

５年度総務部長」という。）および江戸川区前学校施設課長（以下、「令和５ 

年度学校施設課長」という。）に対し、それぞれ令和７年３月１３日付で法 

第２４２条第８項に基づき、令和７年３月２６日に陳述の機会を設ける旨の通 

知を、住民監査請求書と事実証明書の各写しを添付して、送付した。 

イ 令和７年３月２４日、関係人４名からそれぞれ陳述期日の陳述に代わるもの 

として陳述書の提出があり、これらを受理した。 

 ２ 本件設置工事の受託事業者に対する調査 

（１） 受託事業者に対し、令和７年３月１８日付で法第１９９条第８項に基づき、 

  本件設置工事の受注の経緯や工事の執行状況等について回答するよう協力依頼書 

を本件住民監査請求の要旨（監査委員事務局にて作成の監査請求の概要書）を添 

付して送付した。 

（２） 受託事業者から令和７年３月２１日付書面で回答があった。回答の要旨は次 

  のとおりであった。 

ア 本件設置工事については、当社は、あくまでも江戸川区の指示に従って見積 

書を発行し、工事を行ったものであり、発注方法の是非について回答する立場 

にはない。 

イ 建築確認申請は施主が行うものであり、当社が申請を行うものではない。建 

築確認申請を行わなかったのは江戸川区の判断であると思う。    

    ウ 本件渡り廊下は仮設の校舎までの廊下であり、仮設的要素が強いものとの認 

識があった。 

 ３ 監査対象課と関係書類の提出 
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（１） 学校施設課および教育推進課 

（２） １２分割された本件各設置工事の請書等契約に関する資料一式 

４ 証拠の提出および陳述 

（１） 請求人の陳述（陳述要旨は次の第３．１に記載） 

  ア 陳述は、令和７年３月２６日１３時３０分から開始した。関係人の立ち会い 

   はなく、傍聴人は 2名であった。 

  イ 請求人は、当初の請求内容を補充するものとして同日付の陳述書を朗読する 

方法により陳述したが、新たな証拠の提出はなかった。 

（２） 関係人（本件請求の対象者）４名の陳述（陳述要旨は次の第３．２に記載） 

  ア 関係人４名の陳述は、令和７年３月２６日１４時から開始した。関係人は出 

   席せず、請求人が立ち会った。傍聴人は請求人の陳述時と同じ 2名であった。 

  イ 関係人４名の陳述は、江戸川区長、令和５年度教育長、令和５年度総務部長 

および令和５年度学校施設課長の順で、個別に、監査委員事務局長が関係人か 

ら事前提出のあった陳述書を朗読し、請求人に意見の機会を付与する方法で実 

施した。なお、請求人からの意見はなかった。  

５ 監査の対象事項 

    請求人の前記請求の趣旨を受けて、本件設置工事の発注が違法または不当な契 

約の締結及び公金の支出であり、その結果、撤去工事の費用も含め、区に損害が 

生じているか否か、また、賠償責任を負う者は誰かについて監査の対象とした。 

 

第３ 陳述手続と請求人及び関係人の陳述要旨 

 １ 請求人の陳述要旨 

 （１）請求人の陳述  
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   ア 前記第 1.３「措置請求の内容」（１）乃至（３）に既述のとおりである。 

   イ 陳述期日における上記ア以外の補充的陳述の要旨は以下のとおりである。 

    ⅰ 本件は 5年間に及ぶ１１２３件もの分割発注の１件として発生した事件で 

     あるが、５年より以前から引き継がれてきた悪しき違法な慣習であることは、 

想像に難くない。 

    ⅱ 随意契約として発注するために作為的に分割してきた目的は、特定業者へ 

発注し儲けさせるためである。江戸川区は、記者会見において「癒着はなか 

った」と断言するが、癒着以外の何であろうか。江戸川区は「不適切」とい 

う言葉をもって形容するが、違法行為である。 

    ⅲ 本件工事の結果構築された渡り廊下は安全性を欠き撤去を余儀なくされた 

違法建築物であった。その撤去に掛かる費用も税金で負担させるべきではな 

い。 

（２）監査委員との主な質疑 

〈委員〉措置請求書の請求の原因７項の区長の責任について、「違法な支出の防 

止および回収の責任を負いながら任務を懈怠した」とありますが、この中 

で違法な支出を防止する任務の懈怠については、当該担当職員に対する指 

揮監督義務の懈怠という趣旨と理解してよろしいでしょうか。 

〈請求人〉そうですね。具体的な確認もありますし、コンプライアンスの構築と 

いう面もあるとお考えください。 

〈委員〉それから回収責任の懈怠について、これは損害を回収する手段を講じな 

かったことを意味するのでしょうか。 

〈請求人〉そうです。不当行為や民事上の不法行為責任、もしくは不当利得返還 

請求権を行使すべきではなかったかと思料いたします。 
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〈委員〉法第２４２条第１項の「怠る事実」ということと理解してよろしいでし 

   ょうか。 

〈請求人〉厳密にいうと、そういうことになると思います。 

〈委員〉撤去工事の賠償責任についてですが、これについては、おそらく撤去工 

事自体は違法ではないけれども、先行する設置工事が違法であり、その違 

法行為と相当因果関係のある損害ということでの請求でよろしいでしょう 

か。 

〈請求人〉そうなります。  

〈委員〉措置請求書の第２請求の原因の４項のところで、『建築基準法第１８ 

条第２項本文が要求する計画通知を、江戸川区建築指導課に提出すること 

なく行われた点』と記載されていますが、これはいつどのように確認され 

たかお伺いします。             

〈請求人〉教育推進課に問い合わせたところ、担当部署から電話しますという 

ことでした。折り返し私の携帯に電話があり、建築推進課(？)からでし 

た。 

建築基準法における違法はどこなのか伺ったところ、建築基準法第１８条 

第２項のほか、建築基準法施行令第３８条第４項とかいうことも指摘して 

いただきました。実態的には基礎の深さが３００ｍｍも足りなかったとい 

うところなどご指摘いただきました。 

２ 関係人の陳述要旨 

（１） 江戸川区長（以下、本項中において「相手方」という。）の陳述要旨 

  ア 請求の趣旨に対する答弁 

     本件請求のうち、江戸川区長に対し損害賠償請求をする措置を求 
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める部分を棄却する。 

  イ 相手方の主張 

   ⅰ 相手方の責任の法的性格について 

      普通地方公共団体の長が、その権限に属する一定の範囲の財務会計上の 

     行為をあらかじめ特定の職員に委任し、上記委任を受けた職員が委任に係 

     る当該財務会計上の行為を処理した場合においては、長は、上記職員が財 

     務会計上の違法行為をすることを阻止すべき指揮監督上の義務に違反し、 

     故意または過失により上記職員が財務会計上の違法行為をすることを阻止 

     しなかったときに限り、自らも財務会計上の違法行為を行ったものとして、 

     普通地方公共団体に対し、上記違法行為により当該普通地方公共団体が被 

     った損害につき賠償責任を負うべきものと解するのが相当である（最高裁 

     判所第三小法廷平成５年２月１６日判決・民集４７巻３号１６８７」頁）。   

   ⅱ 本件契約方法に係る相手方の法的責任について 

   （ⅰ）契約の締結及びこれに係る予算の執行については、本来的には、区長の 

権限に属するものであるところ、契約権限については、江戸川区契約事務 

規則第 3条別表により、１件１３０万円未満の工事について課長に、１件 

４００万円未満の工事について総務部長に委任され、４５００万円以上に 

ついて区長の権限となっている。また、法第１８０条の２に基づく補助執 

行として、江戸川区職務権限規程第９条別表により、１件１３０万円未満 

の工事については課長に、１件４５００万円未満の工事については総務部 

長が専決で行うことになっている。加えて、支出命令に係る事務について 

は、江戸川区会計事務規則第５条に基づき、所管課長に委任されている。 

      本件工事及び撤去工事は上記の委任を受けた学校施設課長が支出負担行 
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為（契約）及び支出命令を行ったものである。 

      したがって、相手方は、①本件財務会計上の行為（本件工事及び撤去工 

事）が違法であること、②相手方において当該行為の違法性を認識してい 

たか又は認識し得たにもかかわらず、これを阻止しなかったこと、③本件 

財務会計上の違法行為により江戸川区が損害を被ったといえる関係がある 

こと、といった点が認められる場合に、当該損害について賠償責任を負う 

と解すべきである。 

   （ⅱ）（ⅰ）のとおり、本件工事に係る契約及び支出命令は、分割発注、一括 

発注いずれの方法で締結されたとしても、相手方が決定するものではなか 

った。 

      そこで、監督権限の不行使について、（ⅰ）①乃至③の観点から検討す 

るに、仮に本件分割発注に法施行令を潜脱する違法があったとしても、相 

手方にこれを予見することができる事情は存在しなかったから、本件分割 

発注を阻止することは不可能であった。また、分割発注をしたということ 

自体から、直ちに江戸川区に損害が生じたものともいえない。したがっ 

て、前記の最高裁判決の基準からしても、自ら財務会計上の違法行為を行 

ったものとして賠償義務を負うものとはいえない。 

   （ⅲ）撤去工事については主に安全上の問題からこれを実施したものであるこ 

とは認めるところであるが、安全性の欠如という点についても相手方にお 

いてこれを予見し得ないものであったから、相手方には故意又は過失は認 

められない。 

   （iv）相手方としては、江戸川区の長として本件の事態について責任を痛感し 

ており、その他の不適切な分割発注の発覚も踏まえ、条例改正により報酬 
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減額の措置を講じている。しかしながら、本監査請求においては、相手方 

が江戸川区に対して個人として民事上の賠償責任を負うか否かが問われて 

いるものであり、係る局面においては、個別具体的な指揮監督上の義務に 

違反したとは認め難く、賠償責任はないと考える。  

（２） 令和５年度教育長（以下、本項中において「相手方」という。）の陳述要旨 

  ア 請求の趣旨に対する答弁 

   ⅰ 主位的答弁 

      本件請求のうち、相手方に対して損害賠償請求をする措置を求める部分 

を却下するよう求める。 

   ⅱ 予備的答弁 

      本件請求のうち、相手方に対し損害賠償請求をする措置を求める部分を 

棄却するよう求める。 

  イ 相手方の主張 

   ⅰ 主位的答弁に関連して 

      法第２４２条第１項の「普通地方公共団体の長」「普通地方公共団体の 

     職員」とは、監査請求においてその適否が問題とされている財務会計上の 

     行為を行う権限を法令上本来的に有するとされているもの及びこれらの者 

     から権限の委任を受けるなどして同権限を有するに至った者をいうと解さ 

     れる（最高裁昭和６２年４月１０日第二小法廷判決・民集４１巻３号２３ 

     ９頁）。この点、教育委員会が所掌する事務に関する契約の締結及び予算 

     の執行は、地方公共団体の長の権限とされており（地方教育行政の組織及 

     び運営に関する法律第２２条５号、６号）、教育長は、財務事項である 

決定する立場にない。 
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そして、江戸川区においては、江戸川区契約事務規則第３条別表及び江 

戸川区職務権限規程第９条別表により、契約金額に応じ、契約権限等は課 

長や総務部長に権限が委任されているが、これらの規定上も、契約締結権 

限は教育長に委任されていない。 

法第２４２条第 1 項が定める住民監査請求は同条項の定める要件を充足 

      する限りにおいて認められるものであるところ、教育長にはそもそも契約 

締結等の権限を有しないのであり、違法もしくは不当な公金等を支出する 

前提を欠くから、不適法として却下すべきである。 

      ⅱ 予備的答弁に関連して 

        仮に本件請求が不適法とまでいえないとしても、相手方には上記のと 

おり、本件工事及び撤去工事について契約権限も支出命令権限もないの 

であって、相手方が故意または過失により監督権限の行使を怠りその 

結果違法または不当な公金の支出等がなされたものと認められるはずも 

ないので、監査請求に理由はない。 

（３）令和５年度総務部長（以下、本項中において「相手方」という。）の陳述要旨 

   ア 請求の趣旨に対する答弁 

      本件請求のうち、相手方に対して損害賠償請求をする措置を求める部分     

を棄却するように求める。 

   イ 相手方の主張 

    ⅰ 本件工事に係る契約締結権限及び支出命令権限について 

       江戸川区契約事務規則第３条別表、江戸川区職務権限規程第９条別表 

及び江戸川区会計事務規則第５条に定めるとおりであり、分割された１ 

件当たり１３０万円未満の工事契約については学校施設課長においてな 
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されたことになる。仮に分割発注せずに一つの契約として処理された場 

合には、契約金額は１５５７万６０００円となるため、当時総務部長であ 

った相手方が契約及び支出命令の権限を有していたことになる。    

    ⅱ 本件工事に関する相手方の責任について             

（ⅰ）相手方が法的責任を問われるのは、相手方が故意または重過失により 

監督を怠り、本来的には相手方が締結すべき契約が分割されたことにつ 

いて、その阻止ができなかった場合であり、かつ、そのことにより江戸 

川区に損害が生じたと認められる場合であると解される。      

（ⅱ）本来相手方が締結すべき契約について、違法不当な手段により課長が 

締結しようとしている場合に、相手方がそれを監督・是正すべきという 

ことは、理論上はあり得ると解される。                         

しかしながら、上記監督権限を行使する前提として、相手方が学校施設 

課長が違法または不適正な手段により分割発注しようとしていることを 

知り、又は知り得べきであったことが必要である。そのような予見可能性 

が存在しない場合には、そもそも過失があったと評価し得ないからであ 

る。本件工事において、契約をした時点や、その後の施工、竣工において、 

相手方が決裁等をすることもないから、それらを関知する機会は存在し 

なかった。したがって、相手方は、学校施設課長による本件工事に関する 

各契約及び各支出命令の決裁についてこれを阻止すべき指揮監督上の義 

務に違反して、故意又は過失により決裁を阻止しなかったということは 

できず、当該財務会計上の行為について賠償責任を負うものではない。                              

ⅲ 撤去工事に関する相手方の責任について撤去工事自体に関しては、相手 

方は、これが決定された当時総務部長の職にはなく、何ら関与していないた 
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め、区に損害を与えたと評価される余地はない。仮に、安全性を一部欠いて 

いたことについて、本件渡り廊下設置工事に関する監督権限不行使による 

責任と考えるにしても、既述のとおり、相手方としては、本件渡り廊下設置 

工事や当該工事に係る各契約の存在自体を関知し得なかったものであるか 

ら、安全性の欠如という点についても予見し得なかったものであるから、そ 

の点についても相手方には故意または過失は認められない。 

（４）令和５年度学校施設課長（以下、本項中「相手方」という。）の陳述要旨 
  ア 請求の趣旨に対する答弁 

本件請求のうち、相手方に対して損害賠償請求をする措置を求める部分を 

棄却するよう求める。 

  イ 相手方の主張 

   ⅰ 相手方の責任の法的性格について 

      相手方は、本件工事に関し、法第２４３条の２の８第１項が定める支出 

     負担行為をする権限及び法第２３２条の４第１項の命令（同項第２号）を 

     する権限を有する職員に該当するところ、故意又は重大な過失により法令 

に違反して当該行為をしたこと又は怠ったことにより地方公共団体に損害 

を与えたときに、その賠償をしなければならない。 

   ⅱ 支出負担行為に係る違法性について 

   （ⅰ）支出負担行為の違法性と損害について                 

本件工事に係る各支出負担行為たる各契約方法（分割発注）について 

法及び同施行令の規定を潜脱するものであって違法とされる可能性があ 

ることは積極的に争わない。しかしながら、契約方法に瑕疵があったと 

しても、そのことから直ちに江戸川区に損害が発生する関係にあるとは 
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いえない。そして、本件渡り廊下に安全性に問題があることについて損 

害があるとしても、分割発注されたことが安全性の問題に直接的に影響 

したものでもない。                                   

そして、本件各支出負担行為の方法につき違法な点があったとしても、 

そのことから直ちに請求人が主張するように契約金額全額が損害となる 

ものではない。 

     （ⅱ） 契約金額の違法性について                     

契約金額については、それが客観的に適正な金額を上回っている場 

合に、契約に至る経緯・契約の必要性等を踏まえて裁量の逸脱濫用に 

当たる場合に違法となり得るものである（最判平成２５年３月２８日 

集民２４３号２４１頁）。 

        また、損害とは、当該契約に基づいて支払われた金額が、適法な契 

約を締結していれば当該地方公共団体が負担していたであろう適正な 

金額を超える部分ということになる（最判平成６年１２月２０日民集 

４８巻８号１６７６頁、最判平成２５年７月１２日判例地方自治３７ 

３号７４頁）。   

本件においては契約金額が適正な金額を上回っていることや、裁量 

の逸脱濫用に当たることについて何ら主張されておらず、かつ、そのよ 

うな事実は認められないものである。 

     （ⅲ）支出命令に係る違法性について 

           本件各支出負担行為が法及び法施行令を潜脱すると評価されるとし 

ても、支出負担行為（契約）が私法上無効でない場合は、当該契約の 

履行として支出命令を行う権限を有する職員は支出命令を行ってはな 
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らない財務会計上の義務を負うものとはいえず（最判平成２５年３月 

２１日民集６７巻３号３７５頁）、本件各支出負担行為に係る各支出 

命令について、財務会計上の違法はない。 

     （ⅳ）本件渡り廊下における契約不適合に係る損害について 

         本件渡り廊下の一部を撤去したことについて、相手方は同時点では江 

戸川区職員ではなかったため、これには何ら関与していない。 

一般的に、地方公共団体が発注した建築物について、何らかの契約不適 

合（瑕疵）があった場合、それは、請負人の債務不履行に該当するとし 

ても、直ちに発注者たる地方公共団体の職員に財務会計上の注意義務 

違反が認められるものではなく、例えば、発注者が供した材料の性質や 

発注者の指示によって契約不適合が発生したといえる場合（民法第 636 

条）等について、当該職員の故意・重過失によって契約不適合が発生し 

たといえる必要がある。 

本件において相手方は、安全性が確保された渡り廊下を建築するよ 

う注文していたものであり、安全性の欠如した建築を是認したことは 

黙示的なものを含めてない。その他、安全性を欠く結果となったとして 

も、そのことについて相手方に財務会計上の故意又は重過失ありと評 

価されるような事実はない。 

なお、財務会計上の行為とは別に、一般的な江戸川区施工建築物の 

安全性を保持する義務として観念したとしても、上記と同様の理由に 

より、相手方に故意又は過失が存在するとはいえない。 
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第４ 陳述手続後の各種調査 

１ 教育委員会教育推進課及び学校施設課への聴取結果 

（１） 本件渡り廊下の屋根及び柱の撤去について 

ア 工事概要 

    工事金額：８６１,１１３円 

工期：令和７年３月１日～同年同月２日 

イ 撤去理由 

  本件渡り廊下の設置工事が建築基準法第１８条第２項に定める手続き 

を執っていなかったことから、令和７年２月１８日、渡り廊下の一部を破壊検 

査したところ、法令上の基準に適合しない事項が複数あることが判明した。法 

令上の基準に適合するための改修工事を行うことも困難であることから、安全 

性が十分に担保されないと判断し撤去に踏み切った。なお撤去工事について 

は、本件設置工事の受託事業者とは異なる他の事業者に発注した。 

   ウ 安全性欠如の具体的内容 

      次の５点である。なお、安全性に係る法定上の基準は、以下の①乃至③は 

建築基準法施行令第 66 条に基づく平成１２年５月３１日建設省告示第１４ 

５６号（以下、「１４５６号告示」という。）関係、④は建築基準法第３７ 

条関係、⑤は建築基準法施行令第３８条第４項に基づく平成１２年５月２３ 

日建設省告示（以下、「１３４７号告示」という。）に適合していなかった 

ことを確認している。 

 ① 渡り廊下の屋根の鉄骨と基礎とを接合する部分について、基礎に対す 

 る定着長さがアンカーボルトの径の２０倍（径１２㎜に対して長さ２４ 

０mm）を満たしていない（１４５６号告示．一ハ関係）。 
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② 渡り廊下の屋根の鉄骨と基礎とを接合する部分について、アンカーボル 

トの先端をかぎ状に折り曲げるか、又は定着金物を設けた形となってい 

ない(１４５６号告示.一ハ関係)。 

③ 鉄骨と基礎を接合する径の１．３倍（径１２mmに対して厚さ１５．６  

mm）を満たしていない（１４５６号告示.一ホ関係）。 

④ 鉄骨と基礎を接合する部分について、アンカーボルトが国土交通大臣の 

定めるアンカーボルトを使用していない（建築基準法第３７条関係）。 

⑤ 渡り廊下の屋根の鉄骨と基礎とを接合する部分について、基礎の立ち 

上がり部分が３００ミリ未満であり、べた基礎及び布基礎の形状を満  

たしていない（１３４７号告示.第一３三関係）。 

エ 撤去理由と撤去工事 

        上記ウのとおり安全性に欠ける構築物であり、児童等の安全を図るた 

め撤去した。 

        撤去工事は単価契約に基づき発注しており、発注権限が課長に一任さ 

れていることから、学校施設課長の権限で発注した。         

（２）本件渡り廊下設置工事について 

ア 受託事業者に対する指示内容 

     受託事業者とは、工事について数回打ち合わせをし、台風等に耐えうる 

安全性を確保した渡り廊下を作るよう指示している。受託事業者は『（本件 

渡り廊下設置工事について）仮設的要素が強いと認識している。』と言って 

いるとのことだが、区側からは、仮設工事又は仮設工事に類するような指示  

はしていない。 

イ 施工金額の妥当性の検証について 
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         渡り廊下の設計資料の不足や構造体に特注部材が含まれることなどから 

積算の検証はできていないが、今後検討していく。 

    ウ 使用材料の品質確認について 

使用コンクリート及び使用鉄筋について、完了検査時に詳細な品質の確 

認をしていなかったため、不明である。監査指摘以降、受託事業者に対し当 

該工事関連資料の提出を求めた際は、コンクリートの種類が 21-15-20 のノ 

ーマルとの回答にとどまり、詳細な情報は得られていない。そして、以降は 

弁護士と相談のうえ回答するとのことであった。 

エ 受託事業者に対する損害補填のための請求について 

       撤去工事に係る工事前後の状態や撤去工事の具体的な施工過程に関する 

記録・資料等について十分保全をしており、建築基準法に定める基準に適 

合していなかった原因や責任が明らかになった場合に、撤去工事の費用等 

を請求することは可能と考えている。 

２ 都市開発部建築指導課への確認事項  

（１）本件渡り廊下設置工事について、建築基準法第１８条に基づく通知、及び同条 

第３項に基づく確認済証等は存在しない。 

（２）本件請求人から建築指導課への問い合わせはなかった。 

３ 令和５年度学校施設課長に対する追加聴取の結果 

   本件設置工事について、予定価格の設定、業者の選定、見積書の徴取、契約に 

至る経緯、その他契約事務の状況、建築基準法の手続及び工事終了後の検査など 

について聴取したが、これに対する回答は以下のとおりであった。 

 令和５年度は１４５８件におよぶ学校施設の工事が発注されており、個別工事 

における具体的実施内容については担当係に委ねていた。そのため、具体的内容 
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について十分把握することは困難である。 

 ４ 学校施設課に対する追加聴取の結果 

    上記３のとおり、令和５年度学校施設課長から具体的内容の説明が無かったた 

   め、学校施設課宛に調査依頼し、当時の担当職員等からの聞き取りを通して同様 

の事項につき聴取したところ、回答は以下のとおりであった。 

   ① 本件設置工事を分割発注した理由は、学校からの要望に基づき、学校運営に 

支障をきたさぬよう工事を速やかに実施するためである。この方式は従前か 

ら行われてきたものを踏襲した。 

   ② 予定価格については、他事案の価格を参考に価格交渉を行い決定した。 

   ③ 業者の選定は、直近で本件小学校の他の工事で実績があり、学校の現状を把 

握していたことから、当該業者を選定した。 

   ④ 見積書の徴取は業者から窓口で受領した。 

   ⑤ 本件設置工事に関する資料は、監査委員事務局に提出したものが全てである。 

   ⑥ 工事完了後の検査は、学校施設課の職員において実施した。 

   ⑦ 計画通知について一般的な必要性は認識していたが、主管課契約については 

必要ないという認識があった。 

   ⑧ 本件設置工事の発注については、当時の学校施設課長に報告していた。 

５ 現地調査 

   監査委員及び監査委員事務局職員は、令和７年４月１日、区立B小学校に赴き、 

教育推進課、学校施設課及び施設課（都市開発部）の職員らの立ち会いの下、屋根 

と支柱が撤去された現況を目視し、かつ、同職員らから破壊検査の箇所と状況、建 

築基準法に定める安全性の検証状況につき説明を受けた。また、撤去した屋根と支 

柱の部材については、近くの区施設内に保管されている状況を現認した。 
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第５ 事実関係の確認 

    請求人から提出された措置請求書、事実証明書、陳述書及び関係人の陳述書並び 

に事務局から提出された回答書及び資料などをもとに確認した事実は、次のとおり 

である。 

 １ 本件設置工事について 

（１）契約方式の違法性 

本件設置工事は契約総額が１５５７万６０００円であり、法第２３４条第２ 

項、法施行令第１６７条の２第１項第１号及び同施行令別表五に基づき、本来１ 

件の工事として、競争入札方により契約を締結すべきところ、これを潜脱し、学 

校施設課長権限で契約することができるように、1件当たり１２９万８０００円 

の工事として１２件に分割し、随意契約方式で同一業者に発注したものであり、 

上記法令に反する違法な契約である。 

 （２）建築基準法違反の違法性 

   ア 手続違背 

      本件渡り廊下は屋根付きの構築物であり、床面積１０平方メートルを超え 

るため、区は建築基準法第１８条第２項及び第３項に基づき、建築主事に対 

し計画通知をし、建築主事より確認済証の交付を受けなければならない。 

ところが、学校施設課長は、上記手続きを経ることなく、本件設置工事を受 

託事業者に発注した。 

 なお、上記手続きが執られていないことは、既述のとおり、都市開発部 

建築指導課に確認済みである。 

   イ 安全性の欠如 

      令和７年２月１８日学校施設課による破壊検査の結果、前記第４．１項の 
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「教育委員会教育推進課及び学校施設課に対する聴取結果」（１）．ウの① 

乃至⑤に記載のとおりであり、５項目にわたり、安全性に欠如があることを 

確認した。 

（３）契約事務の状況 

   ア 随意契約の手続の流れについて 

起工（設計書・図面等の作成）及び予定価格の設定（江戸川区契約事務規 

     則第３８条）→指名業者３社に図面等交付→指名業者から見積書の徴取（同 

契約事務規則第４０条）→見積もり合わせにより落札業者決定→請書（契約 

書）の交付→着工→検査などであるところ、それらの事務が適切に行われて 

いたことを確認することができる客観的な資料はなかった。 

イ 見積書の徴取について 

同契約事務規則第４０条では２社以上と規定されているが、総務部用地経 

     理課（現契約課）作成の「契約事務の手引き」（２０２４年８月改定。以 

下、「契約事務の手引き」という。）８頁においては３社以上と要件が加重 

されている。 

  １２分割された本件随意契約においても、それぞれに３社の見積書が徴取 

されていた。しかし、受託事業者以外の２社の見積書は、いずれも工事内訳 

や見積金額等が手書きであり、かつ、その筆跡は酷似していた。 

   ウ 本件工事の適正価格について 

      見積書には、使用材料や数量および人工代などの具体的な記載がなく、ま 

た、学校施設課による積算の検証もできない状況にある。 

 なお、工事の仕様については、前述のとおり、令和７年２月１８日の破壊 

検査により、建築基準法の安全性基準に適合しないことが確認されている 
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が、本件工事を一体として一般競争入札したとした場合の工事金額すなわち 

適正価格が不明である。 

 ただし、上記イの見積書の徴取状況を見ると、見積り合わせによる価格競 

争性の担保が図られていたか否かについては疑念が残る。 

 （４）区の損害の有無 

   ア 本件設置工事自体における損害の有無について 

      本件設置工事自体における損害の有無は、本件設置工事費が本来の適正価 

格より高額であった場合に、その差額が区の損害と評価することができるの 

であるが、本件では入札手続を経ておらず、しかも、適正価格を積算できる 

だけの客観的資料がないため、損害額の検証ができない状況にある。したが 

って、本件設置工事自体についての損害は認定しがたい。 

   イ 一部撤去工事を施工せざるを得なかったことに基づく損害の有無について    

     本件渡り廊下は建築基準法上の安全性の欠如から児童その他学校関係者の安 

全を期すため屋根と支柱を撤去せざるを得なかった。結果的には、屋根と支柱 

を設置する工事に要した工事費は、結局無駄な支出であったことになり、加え 

て撤去費用も同じく無駄な支出であったということになる。 

 屋根と支柱の設置工事費は、前述第１．４．アに記載の工事内訳のうち⑨乃 

至⑫が相当し、その合計額は５１９万２０００円であり、撤去工事費は８６万 

１１１３円である。 

 但し、撤去した屋根と支柱の部材は財産価値があるので、その価格は検証で 

きていないが、上記の屋根と支柱の設置工事費相当額と撤去工事費の合計額か 

ら部材の価値相当額を控除すべきである。 

 そして、これらを区の損害とみることは可能であろう。      
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第６ 監査の結果と判断 

 １ 監査結果 

（１）本件請求のうち、区長に対して損害賠償請求をする措置を求める部分を棄却す 

る。 

（２）本件請求のうち、令和５年度教育長および令和５年度総務部長に対して損害賠 

償請求をする措置を求める部分をいずれも却下する。 

（３）令和５年度学校施設課長に対して損害賠償請求をする措置を求める部分につい 

ては、監査委員の合議が不調となり、結論を得るに至らなかった。 

（４）本件請求のうち、受託事業者に対して損害賠償請求をする措置を求める部分に 

ついては、一部を認容し、次のとおり勧告する。 

区は、受託事業者に対し、本件渡り廊下設置工事の費用のうち撤去した屋根と 

支柱の部分の工事費用相当額から撤去部材の価値に相当する額を控除した額及び 

撤去工事費用の範囲内において、然るべき方法により損害の補填を求める措置を 

講ずるよう勧告する。 

 （５）上記（４）の措置は、令和８年１月３１日までに講じられたい。 

 

 ２ 判断 

（１）区長の責任について  

   ア 区長の責任の法的性格 

契約の締結及びこれに関わる予算の執行については、本来的には普通地方 

公共団体の長の権限に属するが、その権限に属する一定の範囲の財務会計上 

の行為を予め特定の職員に委任し、上記委任を受けた職員が委任に係る財務 

会計上の行為を処理した場合においては、長は、上記職員が財務会計上の違 
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法行為をすることを阻止すべき指揮監督上の義務があり、その義務に違反し 

て故意または過失により上記職員の当該違法行為を阻止しなかったときに限 

り、自らも財務会計上の違法行為を行ったものとして、普通地方公共団体に 

対し、上記違法行為により当該地方公共団体が被った損害につき賠償責任を 

負う（最判平成５年２月１６日民衆４７巻３号１６８７頁）。 

 そして、その法的性格は民法上の不法行為責任である。 

   イ 本件工事及び撤去工事に係る区長の法的責任 

区においては、区契約事務規則第３条別表五により、１件１３０万円未満 

の工事については所管課長に、１件４５００万円未満の工事については総務 

部長に委任され、４５００万円以上については区長の権限となっている。ま 

た、法第１８０条の２に基づく補助執行として、区職務権限規程第９条別表 

により、１件１３０万円未満の工事については所管課長が、１件４５００万 

円未満の工事については総務部長が専決を行うことになっている。加えて、 

支出命令に係る事務については区会計事務規則第５条に基づき、所管課長に 

委任されている。 

      以上の委任関係から、本件渡り廊下設置工事及び同撤去工事については、 

いずれも学校施設課長が委任を受けた権限に基づき支出負担行為及び支出命 

令を行ったことになり、また、仮に渡り廊下設置工事を一括発注することを 

前提とした場合でも、総額は１５５７万６０００円であるから総務部長が契 

約を締結すべきものであった。 

 したがって、区長が本件渡り廊下設置工事に係る契約及び支出命令につい 

て責任を負うのは、当該行為を行った職員に対する指揮監督権限の不行使に 

ついて故意又は過失があった場合に限られる。 
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 故意又は過失があるというためには、①本件財務会計上の行為が違法であ 

ること、②区長において当該行為が違法であることを知っていたか、又は知 

ることができたにも拘わらず、これを阻止しなかったこと、③当該行為によ 

り区が損害を被ったといえる関係にあることが認定されなければならない。 

 本件分割発注が違法として上記①の要件を満たすとしても、区長は本件分 

割発注の決裁過程に関与する立場になくそのことを予見または予見しうる事 

情は存在せず、したがってこれを阻止することもできなかったのであり、上 

記②の要件を欠く。また、分割発注をしたこと自体から直ちに区に損害が生 

じたものともいえず、上記③の要件にも直ちに該当するものではない。以上 

区長に民法第７０９条の不法行為責任は成立しない。 

 また、請求人が本件財務会計上の行為をした職員および契約の相手方に対 

して損害賠償請求をすべき義務があるのにこれを怠ったことについても法第 

２４２条第１項に定める「怠る事実」に該当するとして区長の責任を追及す 

るので（陳述手続における請求人の補充陳述）、これについて判断する。 

 区長は、本件分割発注工事の存在が発覚した後、過去５年に遡って全庁的 

に契約の状況を調査し、かつ、第三者委員会（日弁連ガイドラインに則した） 

を設置し、違法または不適切な契約等の調査と原因の検証及び改善策の策定 

を図ることとした。しかし、本件工事により区に損失が生じたことおよびこ 

れにつき責任のある者の特定には一定の調査・検証が必要であるのであって 

区長が現時点において、それらの者に対して損害賠償請求或いは不当利得返 

還請求を行使していないとしても、それをもって直ちに「怠る事実」には該当 

するとはいえない。 

 よって、区長の法的責任は認めることができない。 
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 （２）令和５年度教育長の責任について 

   ア 教育長の地位と権限 

      法第２４２条第１項の「普通地方公共団体の長」「普通地方公共団体の職 

員」とは、住民監査請求においてその適否が問題とされている財務会計上の 

行為を行う権限法令上本来的に有するとされている者及びこれらの者から権 

限の委任を受けるなどして同権限を有するに至った者と解される（最判昭和 

６２年４月１０日・民集４１巻３号２３９頁）。 

   イ 教育長の法的責任について 

しかるに、教育委員会が所掌する事務に関する契約の締結及び予算の執行 

については、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２２条第５号 

及び第６号の定めにより、教育長は財務事項である契約を締結する立場には 

ない。また、区の契約事務規則上においても契約締結権限は教育長に委任さ 

れていない。 

      したがって、教育長は本件財務会計上の行為について法第２４２条第１項 

に定める職員に該当しないので、教育長に対する措置請求を求める本件請求 

は、その余の判断をするまでもなく不適法である。 

 （３）令和５年度総務部長の責任について 

   ア 総務部長の地位と権限 

      総務部は組織上その所管に契約課を置くものの、総務部長は、区契約事務 

規則第３条別表五により、１件１３０万円以上４５００万円以下の工事につ 

いて区長から委任を受けているが、１件１３０万円未満の工事については、 

区長から直接所管課長が委任を受けているのであり、１件１３０万円未満の 

工事に関して総務部長は決裁過程に関与することはない。 
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   イ 総務部長の法的責任について 

      したがって、総務部長は本件財務会計上の行為について法第２４２条第１ 

     項に定める職員に該当しないので、総務部長に対する措置請求を求める本件 

請求は、その余の判断をするまでもなく不適法である。 

 （４）令和５年度学校施設課長の責任について 

   ア 学校施設課長の責任の法的性格について 

      学校施設課長は、本件渡り廊下設置工事に関し、法第２４３条の２の８第 

１項に定める支出負担行為をする権限（同項第１号）及び法第２３２条の４ 

第１項の支出命令（同項第２号）をする権限を有するところ、故意又は重大 

な過失により法令の規定に違反して当該行為をしたこと又は怠ったことによ 

り普通地方公共団体に損害を与えたときに、これにより生じた損害を賠償す 

る義務がある。 

  イ 支出負担行為等に係る違法性について          

本件工事に係る各支出負担行為たる各契約方法（分割発注）について法及 

び同施行令の規定を潜脱するものであって違法といわなければならない。 

しかしながら、契約方法に瑕疵があったとしても、そのことから直ちに区 

に損害が発生する関係にあるとはいえない。 

そして、本件各支出負担行為の方法につき違法な点があったとしても、そ 

のことから直ちに請求人が主張するように契約金額全額が損害となるもので 

もない。 

     （ⅰ）契約金額の違法性について                     

契約金額については、それが客観的に適正な金額を上回っている場合 

に、契約に至る経緯・契約の必要性等を踏まえて裁量の逸脱濫用に当る 
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場合に違法となり得るものである（最判平成２５年３月２８日集民２４ 

３号２４１頁）。 

      また、損害とは、当該契約の基づいて支払われた金額が、適法な契 

約を締結していれば当該地方公共団体が負担していたであろう適正な金 

額を超える部分ということになる（最判平成６年１２月２０日民集４８ 

巻８号１６７６頁、最判平成２５年７月１２日判例地方自治３７３号７ 

４頁）。   

本件においては契約金額が適正な金額を上回っていることや、裁量の 

逸脱濫用に当たることについて主張されておらず、かつ、そのような事 

実は認められないものである。 

（ⅱ）支出命令に係る違法性について 

          本件各支出負担行為が法及び法施行令を潜脱すると評価されるとして 

も、支出負担行為（契約）が私法上無効でない場合は、当該契約の履行 

として支出命令を行う権限を有する職員は支出命令を行ってはならない 

財務会計上の義務を負うものとはいえず（最判平成２５年３月２１日 

民集６７巻３号３７５頁）、本件各支出負担行為に係る各支出命令につ 

いて、財務会計上の違法はない。 

ウ 本件渡り廊下における契約不適合に係る損害と責任について 

    （ⅰ）本件渡り廊下の一部を撤去したことについて、令和５年度学校施設課 

長は同時点では江戸川区職員ではなかったため、これには何ら関与してい 

ない。 

一般的に、当該職員の財務会計上の行為を捉えて法第２４２条の２第 

１項４号の規定に基づき損害賠償責任を問うことができるのは、当該職員 
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の行為自体が財務会計法規上の義務に違反する違法なものであるときに 

限られると解するのが相当である。したがって、本件渡り廊下の設置が 

建築基準法に違反する違法なものであるからといって、直ちに、本件渡り 

廊下の設置及び撤去に関し行われた財務会計上の行為が全て違法になる 

ものではないというべきである（東京地裁平成９年１０月１７日判決・平 

成８年（行ウ）第１６０号）。 

本件において当時の学校施設課長に同課長に安全性を欠く結果となっ 

たことについて過失があるというためには、当該結果に対する予見可能 

性及び結果回避可能性がある場合でなければならない。更に、職員として 

賠償責任を負うのは重過失がある場合に限定される（法第２４３条の２ 

の９第１項）。 

     （ⅱ）そこで、本件において同課長に安全性欠如に基づき区に発生したと認 

められる損害につき賠償責任の有無を判断するには、同結果に対する予 

見可能性及び結果回避可能性があったか否か、それにつき重過失があっ 

たといえるか、すなわち、僅かな注意をもって安全性欠如という結果につ 

いて予見ができたにもかかわらず漫然と見過ごしたものと評価できるか 

否かについての検討が必要となる。 

        この点について、監査委員は数度にわたり協議を重ねたが、重過失の 

有無を巡って次の（ⅲ）および（ⅳ）のとおり意見の一致を見るに至らな 

かった。 

     （ⅲ）否定的意見 

本件設置工事において当時の学校施設課長は、安全性が確保された 

渡り廊下を建築するよう注文していたものであり、安全性の欠如した 
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建築を是認したことは黙示的なものを含めてない。その他、安全性を欠 

く結果となったとしても、そのことについて相手方に財務会計上の故 

意又は重過失ありと評価されるような事実はない。 

     （ⅳ）肯定的意見 

       ｱ. 本件においては、当時の学校施設課長が、本件渡り廊下設置工事に 

関する契約の全過程を担当係長らに一任していたとしても、契約と決 

裁の権限を有するとともに義務を負っていたのであるから、契約の方 

法の適法性、対象構築物の安全性につき、指揮監督する責任があったと 

いうべきである。そして、同課長が事務職で技術職でなく、建築基準法 

の知識がなかったとしても、職責上、学校施設の安全性につき注意を払 

うべき立場にあったのであるから、これを怠り見過ごしたことは過失が 

あったものと評価しうる。かつ、同施設課長が建築基準法上の手続す 

なわち計画通知を行政庁に提出していれば、当然それに伴い必要な設 

計図書等も行政庁の審査の対象となり建築基準法上の安全性を確認の 

うえ建築確認が下されるのであるから、当該手続さえ履践していれば 

安全性も確保できたというべきである。 

 然りとすれば、本件設置工事を違法に分割することなく１件の工事 

として契約事務を実施してさえすれば、それは、基本的な注意義務であ 

り軽微な注意をもってして安全性欠如という結果を回避し得たのであ 

り、重過失ありと評価しうるのではないだろうか。     

ｲ. ただし、同課長の責任の範囲については以下のとおり考える。 

本件設置工事に関する請書契約の内容については、各請書契約に添 

付の契約条項に次のような定めがある。 
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『江戸川区契約担当者を甲とし、受託供給者を乙とし、甲乙間において 

締結する契約の条項は次のとおりである。 

         第１条４項 乙は請負又は業務の完了に当たり充分な損害の発生防止 

措置を執らなければならない。 損害発生の防止に関し、相当の設 

備をなさず、又は注意を怠ったと認められるときは、その賠償責任 

は、すべて乙の負担とする。 

        第８条１項 引き渡された目的物が種類又は品質に関して契約の内容 

に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときは、 

甲は乙に対し、目的物の修補または代替物の引き渡しによる履行の 

追完を請求することができる。 

        同条２項 乙が前項に規定する履行の追完に応じないときは、甲は乙 

に対し、契約不適合の程度に応じて代金の減額を請求し、乙の負担 

で甲自ら履行の追完を行うことができる。甲自ら履行の追完を行う 

場合、乙に生じた損害について、甲はその賠償の責任を負わないも 

のとする。 

         同条３項 前２項の規定は、引き渡しを受けた日から１年以内でなけ 

れば請求できない。ただし、契約不適合が乙の故意または重過失に 

よる場合は、この限りでない。』 

     そして、受託事業者の契約不適合責任については、建築工事の専門 

業者として本件渡り廊下設置工事の施工について学校施設の一部とし 

て建築基準法上の安全基準を満たすことが法令上も契約上も義務とし 

て要請されていると解すべきである。したがって、本件渡り廊下工 

事のうち、建築基準法上の安全基準を満たしていなかった屋根及び支 
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柱の設置工事費については、契約不適合責任としてその費用相当額を 

損害として賠償すべき立場にあったと考え得る。そして、当該契約不 

適合は、受託事業者の専門性からしてその重過失に基づくものと評価 

しうる。そうであるとすると、本件工事から１年以上経過していると 

しても、上記契約条項第８条３項ただし書に基づき、第１条４項に定 

めるところにより、すべて受託事業者の責任となり、区側の契約担当 

者である学校施設課長は責任を負わずに済むことになる。 

しかし、撤去工事費用については、受託事業者に修補等履行の追完 

の機会を与えることなく、区において撤去してしまっているので、こ 

れについてまで受託事業者の賠償責任の対象とすることは妥当でない。 

 そこで、撤去工事費用の賠償責任者について検討すると、撤去工事 

自体は、学校施設課長が区を退職した後のことであり、その財務会計 

上の行為に基づくものとはいえないが、本件渡り廊下設置工事の契約 

担当者であり、それが建築基準法上の安全性を欠如していることにつ 

いて既述のとおり重過失があったとすれば、その違法な財務会計上の 

行為と相当因果関係のある損害として、賠償責任を負わなければなら 

ないと考え得る。 

 （５）受託事業者の責任について 

     上記（ⅳ）イ.に既述のとおり、建築の専門業者として法令上・契約上契約 

不適合責任があるので、契約不適合による区の損害と考えられる本件渡り廊下 

設置工事費のうち、安全性に欠如があり撤去のやむなきに至った屋根と支柱の 

工事費相当額から撤去部材である屋根と支柱の残存価値相当額を控除した金額 

の範囲内で賠償責任があると思料する。かつ、建築業者としては建築基準法に 



37 

 

定める構築物の安全性の確保は基本ともいうべき遵守義務があり、当該義務に 

違反することは、故意に匹敵する重過失があるものと評価しうる。  

 したがって、上記約款第 8条３項ただし書きの定めにより、区が本件構築物 

の引き渡しを受けた日から１年以上経過した現在においても契約不適合責任を 

負担すべきと思料する。     

 さらに、区は撤去工事を本件設置工事の受託事業者とは異なる他の事業者に 

発注しているが、令和 5年度学校施設課長の損害賠償請求をする措置を求める 

部分についての監査委員の合議が不調となり、結論を得るに至らなかったこと 

から、撤去にかかわる工事費用についても受託事業者に求めざるを得ないと思 

料する。 

 

第７ 監査委員の意見 

   本件住民監査請求にともなって監査を実施する過程で、現地調査や区関係部署等 

に対する調査で判明したことは、本来は正式な手続きを経て発注されるべき工事契 

約案件が、担当部署における誤った認識のままに行われて来た事が浮き彫りとなった。 

児童の安全を最優先とするためには、工事契約に必要な手続きを執った上で契約 

を行うことは当然のことである。契約を通して提供する行政サービスは法令遵守が 

前提であることをしっかりと認識し、適正な契約事務を行う必要がある。工事完了 

後に安全性が確認出来ないことが判明したために建築物を撤去するという最悪の事 

態を回避するために、今後は工事検査を確実に行わなければならない。 

令和 5年度学校施設課長の損害賠償責任については、現時点では重過失が認めら 

れる証拠が不十分であったため、監査委員の意見が一致しなかったことから判断に 

至らなかった。しかし、今後の調査等で重過失について判明することがあればしか 
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るべき措置を講ずる必要がある。 

さらに今回の件を契機に、あらためて全庁的な事務事業の徹底した見直しを含め 

た検討を行うべきである。各職場におけるマニュアルの見直しや各職員が確認すべ 

きポイントを明確化するよう実施し、徹底していくことを要望する。そして今こそ 

以前から提案してきた内部統制制度の本格的な導入に向けて進めていくべき時である。 

今後は公共工事の品質を確保し、区民福祉の向上に寄与するために発注者と受注 

者のそれぞれの責務を十分に認識して、事業の推進を行わなければならない。区の 

担当部署は設計図書を提示して適正な契約手続きを行った上で事業者へ発注するこ 

とは当然のことである。また、受託事業者については、仮に本件工事について仮設 

的要素が強いものだったとの認識があったとしても、施工した建築物に強度や耐震 

性能等の不足は決してあってはならない。 

   監査結果については、令和５年度学校施設課長の損害賠償責任を除いて、一部損 

害を容認して、賠償を勧告することとなったのは監査委員全員が一致した共通の認 

識である。区においては、事態を重く受け止めて、今後の対応を期待するものである。 
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別表 工事一覧表 

 

No 工事件名 工事番号 契約日 工期 支払金額 支出日 

① 
区立Ｂ小学校  

校舎側擁壁工事 
5-44084-0 R5.11.9 

R5.11.10～

R6.1.22 
1,298,000円 R6.3.4 

② 
区立Ｂ小学校  

  仮設校舎側擁壁工事 
5-44088-0 R5.11.16 

R5.11.17～

R6.1.23 
1,298,000円 R6.3.4 

③ 

区立Ｂ小学校  

仮設校舎側土間コンク

リート工事 

5-44093-0 R5.11.30 
R5.12.1～

R6.1.29 
1,298,000円 R6.3.4 

④ 
区立Ｂ小学校  

校舎側スロープ工事 
5-44097-0 R5.12.7 

R5.12.8～

R6.1.30 
1,298,000円 R6.3.4 

⑤ 
区立Ｂ小学校  

雨水桝設置他工事 
5-44101-0 R5.12.14 

R5.12.15～

R6.1.31 
1,298,000円 R6.3.4 

⑥ 
区立Ｂ小学校 

校舎側屋根基礎工事 
5-44111-0 R5.12.21 

R5.12.22～

R6.2.1 
1,298,000円  R6.3.5 

⑦ 

区立Ｂ小学校 

仮設校舎側 

屋根基礎工事 

5-44119-0 R6.1.12 
R6.1.15～

R6.2.9 
1,298,000円 R6.3.5 

⑧ 
区立Ｂ小学校 

アスファルト舗装工事 
5-44148-0 R6.1.18 

R6.1.19～

R6.2.12 
1,298,000円 R6.3.5 

⑨ 
区立Ｂ小学校 

校舎側鉄骨工事 
5-44154-0 R6.1.25 

R6.1.26～

R6.2.16 
1,298,000円 R6.3.5 

⑩ 
区立Ｂ小学校 

仮設校舎側鉄骨工事 
5-44195-0 R6.2.1 

R6.2.2～

R6.2.22 
1,298,000円 R6.3.5 

⑪ 
区立Ｂ小学校 

仮設校舎側屋根工事 
5-44198-0 R6.2.8 

R6.2.9～

R6.3.1 
1,298,000円 R6.3.6 

⑫ 
区立Ｂ小学校 

校舎側屋根工事 
5-44200-0 R6.2.16 

R6.2.19～

R6.3.8 
1,298,000円 R6.3.18 

⑬ 

区立Ｂ小学校 

渡り廊下屋根・鉄骨 

撤去工事 

6-50358-0 R7.2.27 
R6.2.28～

R7.3.26 
 861,113円 R7.4.16 

 


